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企業就労者の新労働契約法等に関する意識調査
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とまで言われていた．それは，日系企業の場合，総経理や日本本社スタッフへのパ

スがないことが多く，また昇進するほど欧米系と比較して待遇が見劣りすることが

原因である．これらの点を改善し，優秀な現地スタッフが留まりたくなるような昇

進システムや給与体系にシフトしていくことが人事政策上の大きな課題と言えよ

う．
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